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除染関連事業・放射性物質対策に関するアジア航測の取り組み

2011 年 3月 11 日に発生した東日本大震災により、東
京電力福島第一原子力発電所から放射性物質が大量に漏
洩するという甚大な災害が発生しました。福島県内では
一部に避難指示区域が設定されたほか、その他の地域で
も平常時よりも高い放射線量が観測され、当該地域を除
染し、被ばく線量を低減させることが急務となっていま
す。2012 年 1 月 1 日に「放射性物質汚染対処特措法」

が完全施行されたことに伴い、除染に関連する事業が本
格的に動き始めました。アジア航測は、環境省や地方自
治体から委託を受けて除染を実施するための事前調査や、
各省庁や研究機関などから委託を受けて放射性物質の移
動・挙動に関する調査・研究などに関わっています。こ
こでは、これらの取り組みについて紹介します。

はじめに

1．放射線量低減化対策事前調査とは
放射性物質汚染対処特措法に基づき「除染特別地域」
および「除染状況重点調査地域」に指定された市町村は、
除染実施計画を作成し、同計画に基づき除染作業を実施
する必要があります。
放射線量低減化対策事前調査（以下、事前調査）とは、
除染作業を実施する前に対象区域内の除染対象および除
染対象数量を把握するために、宅地毎に空間線量率等の
測定調査および建物調査を実施し、それらの結果をもと
に土地納税義務者や所有者など土地関係人（以下、関係人）
の同意を得ながら除染対象、除染方法を決定することを
目的とした調査（図 1）です。ここでは宮城県丸森町での
事例から事前調査の方法、取組み成果などについて紹介
します。

 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 

図1　事前調査のフロー

2．事前調査の実施内容
①土地家屋情報整理
事前調査では、土地、家屋の情報を集約・整理する必
要があります。そのためには既存の土地・家屋台帳、家
屋図、地番図などを活用しますが、特に家屋図は自治体
によっては未作成の場合や、作成時点が古い場合があり
ます。そこでアジア航測では保有の計測技術、GIS 技術
を活用して、以下の手順で土地・家屋の情報整理をおこ
ないました。
1） 対象地域のオルソ画像を作成し、縮尺1/1,000レベル
で道路、被覆、植生界、土地、家屋外形を作成

2）家屋図は建物ごとに建物管理番号を付与
3） オルソ画像と地番図を使用して宅地境界の画地（土地
の所有者単位の括り）を作成

4） 既存の地番図から建物の地番を抽出し、家屋課税マス
ターと照合することにより建物データと属性データを
結合
このようなデータ処理を行い、土地・家屋の基盤とな
るデータベース（以下、除染データベース）を作成するこ
とにより、次手順の現地調査および同意書の作成、なら
びに配布を効率的に実施することを可能にしました。

除染事前調査の取り組み
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②現地調査
事前調査では現状把握のための空間線量率などの測定
調査および建物調査が必要です。

- 現地調査内容 -
■ 空間線量等測定調査 
敷地内、道路側溝、森林内で空間線量率および表面
汚染密度を数地点測定する
■ 建物調査 
敷地内の建物配置、雨樋位置、雨樋等の破損状況、
庭面の被覆の状況、庭木の位置などを記録する

アジア航測では、現地調査を効率的かつ迅速に進める
ために、高精度GPS 搭載の PDA※1 を活用しました。現
地調査前に地図情報を予め PDAに入力し、現地で取得
した情報を随時 PDAに入力しながら現地調査を実施し
ました（図 2、3）。PDAを活用することにより、次のよ
うな効果を発揮しました。
1）現地で調査位置を確認しながら調査を実施できる
2）測定結果に正確な位置情報を持たせることができる
3）除染データベースとの関連づけが容易であること

図2　線量測定調査の様子

 
 

 
 

図3　PDAの活用方法

※1：GPS機能を搭載した携帯情報端末

③同意書の作成
（1）同意書とは
事前調査では除染作業の実施について、関係人から同
意を得ることが必要になります。この同意を得るための
書類が「同意書」です。同意を得るためには、関係人が
所有する土地ごとに現在の空間線量率や建物の状況を示
すとともに、除染対象の数量および範囲についても具体
的に明示したうえで、関係人の理解を得る必要がありま
す。
（2）同意書システムの作成
アジア航測では、現地調査結果を一定様式の同意
書（図 4）に整理し、画地（土地の所有単位の括り）単位
で除染データベースより出力する仕組みを構築しまし
た。
同意書作成に当たっては、分かりやすい表示とするた
めに、航空写真を用いて除染の具体的な対象を表現しま
した。また、これらの情報は個人情報であることから、
隣接する他人の土地の情報は表示しないような表示の工
夫も取り入れました。

図4　同意書出力例

＜同意書の特徴＞
1）宅地の敷地境界（画地）単位で同意書を作成
2）所有関係が同一の画地のみ表示
（例：宅地と森林が隣接している場合、同一所有者
の場合は同一の同意書内に表示し、異なる場合は
別同意書に表示）

3）空間線量の測定箇所を測定位置とともに明示
4）除染必要箇所・エリアを数量とともに具体的に表示

For the Future 2014

P12-15_03_TOPICS.indd   13P12-15_03_TOPICS.indd   13 13/12/05   18:5713/12/05   18:57



TOPICS

④同意書の配布、個別窓口
作成した同意書は、返信用封筒を同封の上、郵送によ
り発送し回収しました。また、関係人が同意書の内容を
十分に理解いただけない場合を想定して「同意書相談窓
口」を設置し、疑問点について丁寧な説明に努めました。
なお、回収期限までに同意書の返信がない関係人には督
促状を送付することにより回収率向上に努めました。
⑤発注図書作成
現地調査結果及び同意の取得状況を踏まえて、除染対
象数量および除染工事図面を算出・作成しました（図 5）。 

これらの数量は除染データベースを活用することで、
画地単位、字単位などで容易に算出する仕組みを構築し
ました。

 

 

 

 

 

図5　発注図書作成フロー

1．調査・研究の目的
東京電力福島第一原子力発電所事故によって放出され
地面や森林などに降下した放射性物質は、その後の風や
雨などによって洗い流され、土壌などに付着した状態で、
地表面の水の流れに沿って河川、そして海洋へと徐々に
移動していくことがわかっています。したがって、放射
性物質が多く存在する場所から人々の生活する環境へど
のように移行していくかを把握し予測することが、周辺
に住む住民の方々の安全の確保や、避難区域への帰還を
進めて行く上で重要です。
このような放射性物質の環境中での移動の仕組みを解
明するための調査・研究が、国や大学、研究機関などによっ
て数多くおこなわれています。アジア航測も事故が発生
した 2011 年から、森林や農地（水田）などさまざまな場
所でこれらの調査に参加しています。ここでは、森林か
ら河川へ流出する放射性セシウムの移動挙動を評価する
ための調査・研究の一環として、地表面の水の流れと土
砂流出を把握するための観測装置を設置した事例を紹介
します。

2．調査方法
調査対象地（福島県伊達郡川俣町山木屋、福島県双葉郡
川内村貝の坂）にある、林相の異なる 3地点の森林内に観
測装置を設置しました。
地表面を流れる放射性物質を含んだ土砂と水の量をは
かるために森林内の斜面に長方形の枠（以下、斜面枠）を
設置し、枠の下端に三角ぜきと水位計、濁度計を設置し
ます（図 6～ 8）。斜面を流れ下りた土砂と水の量は三角
ぜきの水位を図ることで推定することができます。流れ
下りた土砂と水はその下のタンクに溜まります（図 6およ
び 7）。

放射性物質の移動・挙動に関する調査－森林における例

図6　森林内の観測装置　設置概念図

図7　土砂と水の流れを把握する観測装置

図8　三角ぜき
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除染関連事業には関係人の把握、放射線に関する測定
や土地建物の現況調査、関係人との合意形成など多岐に
わたる技術の組み合わせが必要です。また、放射性物質
対策に関する調査・研究は、放射線量の低減を図ってい
く上で、非常に重要な位置づけとなっています。アジア

航測は、これらの作業に従事する社員や関係者の放射線
管理など安全を最優先として業務にあたるとともに、空
間情報技術と環境・防災コンサルタント技術の融合を図
りながら、さまざまな関係機関、協力会社と連携し、一
刻も早い復旧・復興に貢献できるよう努めてまいります。

おわりに

また、土砂が流れた時にどれくらい雨が降っていたか
を把握するため雨の量を測定します。森林の中では、雨
は木と木の枝や葉を通過して直接地面に落ちてくるもの
や、木の葉や枝で受け止められてから幹を伝って地面に
落ちてくるものがあるので、それぞれ雨量計（図 9）や樹
幹流観測装置（図 10）を使用してその量をはかります。

さらに、土砂が流れた時に土壌中にどれくらい水分が
あったのかを把握するため、斜面枠中央の地面で土壌の
水分量をはかります（図 11）。このような調査方法によっ
て、さまざまな地形における放射性物質の移動挙動を評
価し、将来の予測のためにデータの蓄積を行っています 1）。

図9　林内雨量計 図11　土壌水分計

図10　樹幹流観測装置
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